
○ 就 業 等 証 明 書 記 入 要 領 

 

１．業種 

記載不要 

２．就労者氏名 

就業等証明書を交付する就労者の氏名及びそのふりがなを記入すること。 

３．就労者住所 

就労者が現に居住する住所地を記入すること。 

４．雇用（予定）期間 

就労者との雇用契約期間の有期・無期の別を記載すること。有期の場合には、雇用契約期間を記載し、無期

の場合には、雇用開始日のみ記入し、雇用終了日の欄を空欄とすること。 

５．勤務先事業所名 

就労者が通常勤務している事業所名を記載すること。 

６．勤務先住所 

就労者が通常勤務している事業所の住所を記載すること。 

７．勤務先電話番号 

就労者が通常勤務している事業所における、就業等証明書記入担当者の電話番号を記載すること。 

８．雇用の形態 

所定の選択肢から当てはまるものを選択すること。 

９．就労時間（固定就労の場合） 

日々の就労時間が定められた就労者について、通常就労する曜日を選択し、休憩時間を含めた一日の就労

時間を記入すること。 

10．就労時間（変則就労の場合） 

記載不要 ※項番 16 に記載 

11．就労実績 

記載不要 

12．産前・産後休業の取得 

労働基準法に基づく産前・産後休業の取得状況として当てはまるものを所定の選択肢から選択した上で、取

得期間（証明日において産前・産後休業の取得前又は取得中である場合には、取得予定期間）を記入すること。 

13．育児休業の取得（予定期間） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第２条に規定する育児休業の取

得状況として当てはまるものを所定の選択肢から選択した上で、取得期間（証明日において育児休業の取得前

又は取得中である場合には、取得予定期間）を記入すること。 

保育所等の利用が可能となった際に育児休業を短縮することができる場合には、短縮可能期間の欄に復職可

能な年月日を記入すること。また、保育所等の定員超過などの理由により、保育所等の利用が困難な際に育児

休業を延長することが出来る場合には、延長可能期間の欄に育児休業延長可能年月日を記入すること。 

14．復職年月日 

育児休業等を終了し、復職した者について、復職した年月日を記入すること。また、現在休業している者につ

いては、復職を予定している年月日を記入すること。 

15．備考欄 

保育士、保育教諭、幼稚園教諭として勤務の場合は□にチェックを入れること。 

16．就労時間（変則就労の場合） 

日々の就労時間が定められていない就労者について、単位期間として当てはまるものを所定の選択肢から選

択し、当該単位期間当たりの就労時間を記入すること。 


